
国立研究開発法人物質・材料研究機構 中長期目標 新旧対照表(案） 

 

                        下線部は改正部分 

中長期目標（変更案） 現行中長期目標 備考（理由） 

（略） 

Ⅲ 研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項 

（略） 

２．研究成果の情報発信及び活用促進 

機構は、得られた研究成果を新たな価値創造に結びつけることを目

指し、成果の社会における認知度を高め、社会還元に繋げていく。ま

た、産学官連携による研究情報の蓄積・発信体制の強化を図り、我が

国における研究情報の好循環と戦略的な社会実装を促す。これらの目

標を達成するための措置については中長期計画において定める。 

 

2.1 広報・アウトリーチ活動及び情報発信 

（略） 

 

2.2 知的財産の活用促進 

機構は、得られた研究開発の成果の実用化及びこれによるイノベー

ションの創出を図るため、１．１の基礎研究及び基盤的研究開発によ

り優れた知的財産を創出するとともに、権利化を図り、様々な連携ス

キームを活用して組織的かつ積極的に質の高い実施許諾を始めとした

技術移転に取り組む。さらに、機構の研究開発の成果を事業活動にお

いて活用し、又は活用しようとする者（成果活用事業者）に対する出

資並びに人的及び技術的援助を行うものとする。また、企業連携を実

施するに当たり、機構と相手企業が相互にメリットを追求できるよう

な知的財産の取扱いを常に念頭に置きつつ、柔軟に対応するものとす

る。さらに、実用化された製品についてはグローバル市場における販

売が想定されるため、外国特許の出願を重視し、特許性や市場性等を

考慮しつつ、費用対効果の観点から厳選して出願・権利化を行うもの

とする。 

（略） 

Ⅲ 研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項 

（略） 

２．研究成果の情報発信及び活用促進 

機構は、得られた研究成果を新たな価値創造に結びつけることを目

指し、成果の社会における認知度を高め、社会還元に繋げていく。ま

た、産学官連携による研究情報の蓄積・発信体制の強化を図り、我が

国における研究情報の好循環と戦略的な社会実装を促す。これらの目

標を達成するための措置については中長期計画において定める。 

 

2.1 広報・アウトリーチ活動及び情報発信 

（略） 

 

2.2 知的財産の活用促進 

機構は、得られた研究成果の多様な応用分野への波及を目指し、１．

１の基礎研究及び基盤的研究開発により優れた知的財産を創出すると

ともに、権利化を図り、様々な連携スキームを活用して組織的かつ積

極的に技術移転に取り組むことで、質の高い実施許諾を行うものとす

る。また、企業連携を実施するに当たり、機構と相手企業が相互にメ

リットを追求できるような知的財産の取扱いを常に念頭に置きつつ、

柔軟に対応するものとする。さらに、実用化された製品についてはグ

ローバル市場における販売が想定されるため、外国特許の出願を重視

し、特許性や市場性等を考慮しつつ、費用対効果の観点から厳選して

出願・権利化を行うものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出資等の業務に関する記載

の追加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料４－１ 


